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理事長  市川 護 様 

                             大東文化学園教職員組合連合 

           執行委員長 沼口 博 

    

2011201120112011 年度春闘要求書年度春闘要求書年度春闘要求書年度春闘要求書 

 大東文化学園教職員組合連合は組合員の総意に基づき、下記諸項目について要求する。団体交渉の場で特段

の協議の対象とならない項目を含め、2011年6月24日までに、すべての項目について文書をもって誠意ある

回答を行うよう求める。 

記 

 3月11日に発生した東日本大震災は地震、津波に加えて原発事故による放射性物質の流出を引き起こし、未

曾有の困難を私たちにもたらした。特に放射性物質の流出は避難地域や屋内退避地域に指定された地域の人々

だけではなく、首都圏に住む私たちにまでその影響を拡げている。放射性物質は目に見えないだけに、農産物

や海産物、あるいは水の安全性が社会的な問題となっている。 

 教育機関に在職する私たちにとってとりわけ胸が痛むのは、被災者たちが置かれた惨憺たる状況である。家

を流された上に、職場がなくなり、家族を失い、また生き延びた人であっても非常に厳しい状況に置かれてい

る。巨大な自然現象に翻弄されたのみならず、人災とも言うべき事態に甘んじざるを得ないことへの憤りに私

たちは深い共感を抱くものである。また、直接被災していない人々も安定した状況に置かれているわけではな

い。リーマンショック以降の長引く不況は広範な層の国民の家計を直撃しており、更に震災の影響による各企

業の業績悪化で苦境におかれる人々が増えることを予想しなければならない。大学卒業予定の学生が就職内定

の取り消しにあう例も多く、本学でも４名の学生が内定取り消しを受け、就職活動を改めて始めなければなら

ない境遇におかれており、来春採用をめざして就職活動中の学生にとっても多くの困難が予想されることを心

から憂うものである。 

こうした状況の中で、学生・生徒と保護者の経済状態が著しく二極分化し、保護者の失職や賃金カットなど

により、学費を払えない学生・生徒が急増してきた事態に拍車がかかることが危惧される。下宿する子どもへ

の仕送り額は前年より3000円少なくなり7万1310円へと10年前に比べて2万5810円も減少した。この額は

1982年から83年のレベルと同じで、下宿生の25％が実家からの仕送りが5万円以下になったとの調査が公表

されている（全国大学生活協同組合連合「第46回学生生活実態調査」）。学生はアルバイトを増やして生活を

支え、さらには教科書類の購入を控える傾向も生じてきた。こうした事態に対し、授業料減免措置や独自の奨

学金制度などの取り組みを行う大学も増えている（『日本経済新聞』2010年2月19日など）。 

本学園（大学）においても昨年度、学費未納による除籍や退学者が前年度より47名増えて91名となった。

希望に燃えて入学した学生が、学費を支払えないために退学する、あるいは安心して勉学生活に打ち込めない

という不幸な事態を、私たちは決して黙過することはできない。翻って帰属収入総額に対する教育研究費比率

を見ると本学園（大学の場合）は30.12％（平成22年度）と、私大連盟発表の私大平均33.2％(日本私立学校

振興・共済事業団「平成22年度版 今日の私学財政」)より低くなっている。 

学園の中心的な機能である教育研究に十分な財政支出が行われず、教育の充実が図られないとすれば、今後

さらに激化する大学間競争・学校間競争で生き残りを図ることはできないであろう。私たち教職員組合連合は、

今こそ学生・生徒に安心して勉学できる環境を保障すべく、教育関連分野に重点的な財政支出を行うべきであ

ると考える。高校設備に関して言えば、グラウンドや自習室など、多くの学校が力を入れている設備が十分に

備わっていない状況については、理事会にも大きな責任があると言わなければならない。 
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 この数年間、私たち教職員組合連合は、以下の基本的な目標と理念を掲げて春闘に臨んできた。この目標と

理念に変わりはないが、今年度はその中でも第６の柱を最重要視し、学生・生徒が安心して勉学に努め、充実

した学園生活を送ることができるよう、学生・生徒に向けた財政支出の増額を最重点課題として要求する。そ

の上で前年度に引き続き、正規雇用と非正規雇用の格差是正を求める社会的要請に応え、非専任教職員、とり

わけ大学非常勤講師・高校非常勤講師の待遇改善を重点課題として要求する。 

---------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

１１１１．．．．    多様な年齢・職種・生活条件の教職員がそれぞれ意欲を持って働くことができるよう、賃金・手当（役職

手当を除く）の水準を維持・向上させると共に、格差・不公平を是正すること。 

２２２２．．．．    すべての教職員が安心して意欲を持って働けるよう、教育・研究・労働条件を整備すること。 

３３３３．．．．    人事（配置転換、職種変更、雇用解除等）に関して、法律を遵守することはもちろん、本人の人権、人格

と意向を尊重し、十分な事前説明を行うこと。 

４４４４．．．．    非専任職員（とりわけアルバイト職員・臨時職員・嘱託職員）の待遇と業務内容を早急に見直すこと。 

５５５５．．．．    全構成員の安全・健康・人権、および環境を守る諸制度・システムを整備すること。 

６６６６．．．．    身体的・経済的ハンディキャップを持つ者も含め、すべての学生・生徒・園児が安全・安心の基盤の上に、

意欲を持って勉学し、学園生活を送ることができるよう、設備・環境・制度を改善し、教学・事務の人的

サポート体制を確立すること。 

７７７７．．．．    学園の将来ヴィジョンの策定や施設・制度の改廃にあたっては、積極的に情報公開を行い、さまざまなレ

ベルでの参加を促して、全構成員の創意を引き出すことを重視すること。 

８８８８．．．．    「多文化共生を目指す新しい価値の不断の創造」という新たな理念に則り、本学園を国籍、民族、性別、

身体的諸条件が異なる構成員が生き生きと交流して活力を生み出す「多文化共生型キャンパス」へと作り

かえていくこと。 

---------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

  以上の目標・理念と基本的な考えに立脚し、以下の具体的な改善策を要求する。なお、それらの要

求のうち、非専任教職員の給与改善に関わる項目を除き、実施にあたって規則の改正ないし制定を必要とする

と同時に今年度４月に遡及することが困難な項目については、速やかに規則の改正ないし制定の作業を進め、

今年度下半期からの実施を目指すよう併せて要求する。 
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ⅠⅠⅠⅠ    学生学生学生学生・・・・生徒生徒生徒生徒にににに対対対対するするするする財政的支援財政的支援財政的支援財政的支援のののの拡充拡充拡充拡充 

 大学大学大学大学 

１ 学費減免および奨学金制度の拡充 

（１） 授業料減免制度を充実すること。速やかに規則を制定し、今年度上半期からの全面的な実施を目指す

こと。授業料全額免除40名、学費半額免除80名とすること。 

（２） 現行の奨学金制度のうち、家計急変者に対する特別修学支援奨学金の支給枠と支給金を拡大し、それ

ぞれ40名、40万円とすること。 

（３） 留学生への支援を強化するために奨学金支給対象者を現行の10名から14人（学生比率５％に合わせ

る）に拡大すること。 

 

２ ゼミ合宿および新入生オリエンテーション合宿に参加する学生への補助 

専門演習の合宿参加学生に一律3000円（ただし年１回）の補助金を支給すること。 

また新入生オリエンテーション合宿相当のプロジェクトについて、参加学生１名あたり一律2000円の補助

金を支給すること。 

 

高校高校高校高校         

１ 経済的に修学困難になった生徒への奨学金援助の人数を定員の２％とすること。  

２ クラブの加盟登録費と大会参加費は学園が負担すること。 

    

ⅡⅡⅡⅡ    非専任教職員非専任教職員非専任教職員非専任教職員のののの給与給与給与給与のののの改善改善改善改善    

 １１１１    非常勤講師給非常勤講師給非常勤講師給非常勤講師給のののの改善改善改善改善    

1111----1111 大学非常勤講師大学非常勤講師大学非常勤講師大学非常勤講師    

給与を下記のとおりに改善すること（（（（1号俸ずつ引き上げ、7号俸は1000円アップすること）））） 

号俸   大学卒後年数    １コマ月額 

１   10年未満        26,900円     

２   10年以上15年未満    27,600円   

３   15年以上20年未満    30,300円   

４   20年以上25年未満    30,900円   

５   25年以上30年未満    31,700円   

６   30年以上36年未満    32,600円   
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７   36年以上        33,600円   

1111----2222 高校非常勤講師高校非常勤講師高校非常勤講師高校非常勤講師         

給与を次のとおりに改善すること。 

号俸     大学卒後年数      １コマ月額   

１      5年未満                  12,600円  

２      5年以上10年未満         13,300円  

３      10年以上15年未満        13,500円  

４     15年以上20年未満        14,050円  

５      20年以上                 14,500円  

２２２２    嘱託嘱託嘱託嘱託・・・・臨時職員臨時職員臨時職員臨時職員およびアルバイトおよびアルバイトおよびアルバイトおよびアルバイト職員職員職員職員    

     時間給単価を999900000000円円円円に引き上げること。        

３３３３    特別契約職員特別契約職員特別契約職員特別契約職員    

  俸給月額を定年退職時の俸給の 70％の額（千円未満 4捨 5入）とすること。 

 

ⅢⅢⅢⅢ    役職者手当制度役職者手当制度役職者手当制度役職者手当制度のののの改革改革改革改革 

１ 前記ⅠおよびⅡを実現するための財源として、また、帰属収入に対する人件費比率の重要な抑制

策として、現行の役職者手当制度を以下のとおり改めること。 

（１）調整手当（月額）の算定基礎から役職者手当を除外すること。 

（２）期末手当の算定基礎から、「給与規則」別表 10に定める「職務に対応する加算額」を段階的に

除外し、2013年度ないしは 2014年度までに全廃すること。今年度は最低35％の削減を行うこと 

（３）勤勉手当の算定基礎から、「給与規則」別表 10に定める「職務に対応する加算額」を段階的に

除外し、2013年度ないしは 2014年度までに全廃すること。今年度は最低35％の削減を行うこと。 

（４）役職の整理・合理化を図ること 

（５）大東文化学園教職員組合連合との取り決めに基づく一時金の算定基礎から役職者手当を除外す

ること。 

（６）「給与規則」別表 8に定める支給額の総額を 3割以上削減すること。なお削減にあたっては、上

位役職者の手当削減率を高くすること。 

２ 上記の内容に沿った「給与規則」の改正を速やかに行い、2011年度下半期から実施すること。 
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ⅣⅣⅣⅣ    一時金一時金一時金一時金    

１ 専任教職員(大学教育職員、専門学校教育職員、事務職員、医療職員、技能・用務職員、高校教育職員、幼

稚園教育職員)に対し、夏期および冬期の一時金を一昨年度どおりの方式に基づき支給すること。その際、上

記Ⅲの1－(5)により、一時金の算定基礎に役職者手当を含めないこと。 

２ 前項に掲げた以外の教職員（国際交流センター特任教員のうち旧別科嘱託講師、特別専任事務職員、嘱託

講師、契約専任実習助手、契約教諭、特任・専門・用務嘱託、臨時職員、研究補助員、高校非常勤講師およ

び専門学校非常勤講師）に対し、それぞれのカ月を前年度並みとし、一律金を前年度水準よりも年1万円増

額すること。 

 

ⅤⅤⅤⅤ    教育教育教育教育・・・・研究研究研究研究・・・・労働条件労働条件労働条件労働条件のののの改善改善改善改善 

共通部分共通部分共通部分共通部分 

１ 海外引率出張手当   

海外への学生・生徒引率出張の日当を一律5,000円とすること。 

２ 国内出張手当1 

   国内の一般出張の日当を、日帰り一律1,800円、宿泊一律3,500円に、学生・生徒引率出張の日当を、日帰

り一律2,500円、宿泊一律4,000円とすること。 

大学専任教員大学専任教員大学専任教員大学専任教員    

１ 学部の授業科目担当の最低コマ数を5コマに削減すること。また、学部および大学院の超コマ手当につい

ては、10,000円とすること。 

２ 入試負担業務への配慮：センター試験への対処 

① センター試験監督手当として1日につき10,000円を支給すること。 

② 2007年3月12日の大学評議会における学長の回答をふまえて、大学入試センターから学園に支給

された委託金の詳細について組合に開示すること。 

③ センター試験監督業務のために教員が研修棟以外の他の宿泊施設を利用した場合、研修棟の宿泊料

金に当たる金額（1500円）を補助すること。 

 高校教員高校教員高校教員高校教員         

     AAAA 専任教員専任教員専任教員専任教員 

１ クラブ指導手当を1回あたり1,000円支給すること。 

２ 高校教育職員に対し一般研究費を60,000円に引き上げること。 

３ 専任教員の採用にあたっては、高校において作成した人事計画に基づいた採用を公募にて実施すること。
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また、専任教員が退職した場合、その申し出の時期にかかわらず、次年度に後任として専任を採用すること。 

４ 高校校舎の開館、閉館時間について、職場の実態に即して再検討すること。 

５ 高校の入試のための専任事務職員を採用すること。 

６ 学校説明会で日曜・祝日に出勤、出張したとき、日帰り一律１,８００円の手当を支給すること。 

７ 高校教諭の持ち時間の算定方法として、学年主任、分掌部長および担任を持つ者について、その分を2コ                         

 マとして算入すること。 

    BBBB 非常勤講師非常勤講師非常勤講師非常勤講師        

１ 高校非常勤講師に校長が授業以外に学校行事等の指導のための出勤を要請した場合、一日 1,000円を支給

すること。 

２ 高校非常勤講師が教科の要請によって教科会議に出席する場合、１回につき1,000円を支給すること。 

３ クラブ指導をしている高校非常勤講師および外部コーチに、クラブ指導コーチ料補助として、月 1,000円

（または同額のカード類も可）を支給すること。 

     CCCC 高校組織高校組織高校組織高校組織・・・・制度制度制度制度のののの改善改善改善改善 

１ 高校の校長等管理職の選出法について高校組合の意見を聴取すること。    

２ 高校食堂の業者選定について、契約内容、選定経過を明らかにすること。また、契約条件を、教育環境の

整備など、高校の教育に配慮して決定すること。 

 

 事務職員事務職員事務職員事務職員 

１ 残業の削減（36協定の遵守）に関して 

残業の部署別の実態を教職員組合連合に開示すること。また、サービス残業が生じないよう配慮したうえ

で、部署間の格差是正と残業削減のための具体的施策を講じること。 

２ センター試験業務に対する配慮 

  センター試験業務のために事務職員が研修棟以外の他の宿泊施設に宿泊した場合、研修棟の宿泊料金に当

たる金額を補助すること。 

３ 入学試験実施当日の休日出勤と休日の授業実施に関わる休日出勤を代休扱いとすること。 

４ 高齢者雇用安定法の趣旨に基づき、職種にかかわらず、定年年齢を65歳にすること。 

 

  嘱託嘱託嘱託嘱託・・・・臨時職員臨時職員臨時職員臨時職員・アルバイト・アルバイト・アルバイト・アルバイト職員職員職員職員 

１ 嘱託・臨時職員に対する忌引き休暇（配偶者、実親、子どもの死亡時の忌引き）を専任職員と同等にすること。 
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２ 週6日勤務の臨時職員に隔週の土曜休暇（有給）を与えること。 

３ 実質的に年間を通じて雇用されているアルバイト職員に対して以下のように待遇を改善すること。 

(1) 年間5日間の有給休暇を与えること。 

(2) 1日の勤務時間を以前の7時間に戻すこと。 

(3) 祝日授業に伴い、やむを得ず勤務を求める場合は休日勤務手当を支給すること。 

４ 高齢者雇用安定法の趣旨に基づき、職種にかかわらず、定年年齢を65歳にすること。 

５ 嘱託･臨時職員・アルバイト職員に関する就業規則を制定すること。 

 

ⅥⅥⅥⅥ    学生学生学生学生・・・・生徒生徒生徒生徒のののの勉学条件勉学条件勉学条件勉学条件のののの改善改善改善改善 

 大学大学大学大学 

１ 学生相談室の充実  

学生相談室については、学生からの多様な相談・ニーズに常時的確な対応が出来るように、出校日と開室

時間などに配慮すること。 

２ 特別支援を必要とする学生への支援 

  特別支援を必要とする学生について、教育的観点から必要最小限の情報を関係する部署で共有する体制を

築くこと。また、特別支援についての具体的指針を策定し、キャンパス･バリアフリー化、ノート・テイカー

雇用、必要とされる研修の実施を含めて具体策を講じること。 

３ 留学生への支援 

留学生の生活・勉学の支援を抜本的に強化すること。とくに、奨学金制度や相談体制、アルバイト斡旋、

多言語サービス等を充実させること。 

国際交流センターに専属専任教員（任期付特任教員ではない一般専任教員）を配置すること。 

高校高校高校高校         

１  短期海外研修の引率教員については、生徒の精神的、肉体的発達状況に配慮し、以前どおり、生徒

10人ごとに教員 1名の配置とすること。  

２  体育館の利用に関し、高校と大学の間で十分な協議が行われる仕組みを作ること。 
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ⅦⅦⅦⅦ    施設施設施設施設・・・・設備設備設備設備のののの改善改善改善改善 

 共通部分共通部分共通部分共通部分 

 １ 防災性能が高く環境に配慮したキャンパスの構築： 

   危機管理体制構築の一環として防災体制を整備すること 

(1) 学園のすべての施設・設備（教室、図書館、研究室、食堂など）について、防災性能を高めるための

計画を策定・公表すること。 

(2)  災害時に特に危険な箇所を示すハザードマップおよび避難マニュアルの作成と避難経路、避難場所

の指定をした上で恒常的に避難訓練を実施すること。 

(3)  防災無線設備および緊急地震速報の自動受信装置の導入と同時にキャンパス内緊急放送が可能な

設備の整備を行うこと。安全衛生委員会を活用し、防災対策を整備すること。  

(4)  公衆電話、衛星電話の設置を行うこと。 

(5)  教職員と学生に対し防災訓練を実施すること。防災班や救急班を編成し避難訓練を実施すること。 

(6)  校舎内退避に備えた備蓄用品（水、食料、毛布、ヘルメットや手袋、救急用品など）の整備及び体

制整備を行うこと。 

２ 環境配慮型キャンパスの構築 

省エネ・省資源・環境への負荷低減の計画を策定・公表すること。 

３ スクールバスについて 

(1) 東松山校舎の学バスの運行について、ピーク時の増便を行うこと。 

(2) 東松山・板橋両校舎で校舎発の最終便の時刻をサークル活動終了後の午後９時10分にすること。 

(3) 大学休講時に、高校の部活動生徒に向けた便を設定すること。また、登校時等の混雑が予想される時

刻には増便を行ない、会館8時13分発のバスを増便すること。 

(4) 浮間舟渡～板橋校舎および赤羽〜板橋校舎間のバス便を設けること。 

(5) 高坂駅前のバス乗り場（2台同時に停車できる）の改修を推進すること 

４ 090、080、050、0120への発信を、事務室以外、大学研究室や高校の電話機においても可能にすること。 

    

大学大学大学大学 

１ 教員からの意見を集約し、机・椅子の位置を変えられる教室を増やすこと。 

２ 東松山キャンパス再開発のスケジュールを明らかにして学内の意見を十分に聴取し、透明性の維持に努め

ること。 
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３ 板橋キャンパスのトイレについても防犯のための対策を早急に講じること。 

４ 板橋キャンパス図書館内の照明を改善し、明るくすること。 

５ 両キャンパスにおいて、各教室から警備室、教務事務室または学部事務室への緊急連絡を可能にする電話

を設置すること。 

６ 教室の視聴覚機器に関し、CPRMおよびブルーレイ(BD)に対応した装置を設置すること。 

 高校高校高校高校            

１ 不足している教室を補うための施設を建設すること。 

２ 女子トイレを増設すること。洋式に改めること。 

３ 学校行事や課外活動などにおける利用の便を考慮し、校舎近隣にグラウンドを確保すること。 

４ 修理・修繕、備品更新を行うこと。 

 

(1) 教室の扉や外壁（スチールの部分）の傷みが激しいところを修理すること。 

(2) 教室内の壁紙の傷みが激しいところを修理すること。 

(3) 廊下の壁の汚れと傷みが激しいところを修理すること。 

(4) 教室の机や椅子の傷みの激しいものを取り替えること。 

 

５ 高校教育の抜本的な改革をはかるために、廃校となった学校の施設を購入することを含めて現在地からの

移転について真剣な検討を開始すること。 

    

ⅧⅧⅧⅧ    情報公開情報公開情報公開情報公開 

１ 大学の学部・学科、大学院や学園の各附設校の改廃・新設に当たっては、全学園に対し、情報を公開して

計画的に進めること。 

２ 学園の業務用住所録を専任教員に配布すること。   

３ 新任者名簿（住所付）を組合に提供すること。 

４ 学園の諸規則が制定ないし改正された場合、その印刷物を組合に提供すること。 

５ 前学長辞任問題、環境創造学部問題、外国語学部セクハラ問題などについて、学園としての見解

を公開、公表すること。                     

以上 

 

                                         


